
様式2-2

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書 (市町村分)

市日r村を :山 口県岩 国 市

1.事業名 ワークライフバランス・女性活躍推進事業

2.実施期間 令和5年5月 1日 ～ 令和6年 3月 31日

3.女性活用推進法に基づく
推進計画策定時期
(策定予定時期)

平成30年 3月 く宝 策

=あ

》 策定予定 )※どちらかにマルをつけてください。

※今年l資、後継のβ「Blを策定叫L完成R53月 末 (,「面翔,ll:R5～R9)
計画期間(予定) H30 R4

4.地域の実情と課題

(※地域の匿葉再造の符性、女性の就労状況、女性の駐栄率や管理月瞬比率等の状況を踏まえた現状把握、分析による、現在の要情と認
「俄している課題について具体的に記載してくださし、これに対し、これまで取り組んできた内容についても記載してくださし、)→要件①
「

てヽ、ワークライフ′`ランスにつし に

目

しているが、 めてい
る。 として、
休暇が取り:こくい、能力を正当に評価されない お1理由のトップ5である。

5.事業の趣旨・目的

(※地域の実情と課題を踏まえ、複数の要因に優先順位をつけ、より本質的な課題の解決に向けどのような事業を実施しようとしているの
か分かるよう|こ記載してください。)⇒要件①「地域性J
ワークライフバランス及び女性活用について、市民・事業所双方に対するさらなる啓舞。理解促進を図る。企業及び労働政策を担当する
商工振興腺と連携して実施することで、相飛効果を生み本質的な課題の解決を目的とする。

6.事業目標・重要業績評価
指標(KPI)(全体)
(※女性活躍推進法に基づく
推進計画や男女共同参画計
画などの数値目標を活用しつ
つ、客観的な数値等による事
業目標・KPIを設定してくださ
い。)⇒要件②「見える化J
(※複数の目標・KPIを設定
する場合は、適宜、行を追加
してください。)

日覇削l目 時 点 , 現 状 1巳 (時点 ,

0令和7年度まで(第5次男女共同参画基本計画期間
中)の中長期目採

ワークライフバランスに取り尉とむ市
内来イン((アウトブット)

(※必要に応じて共体的なKIJを
記載してください。)
(※木尾にアウトカム又はアウトプッ
トの別を()おきで記l俄してくださ
い 。 )

ワークライフパランスに取り用1む市
内共子教 (アウトブット)

(※必lユ1に応して具体的なKPIを
記載してください。)
(※末尾にアウトカム叉はアウトブッ
トの別を()おきで記載してくださ
い。)

l,0   (R9)

( )

96   (R3)

②令和7年度まで(第5次男女共同参画基本計画期間
中)の重要業絞評価指採(KPI)(※ KPIは 日標達成ヘ
の事業進,′″の測定指標)

③事業目標(全体)

Э事業KPI(全体)

120   (R9)

( )

96   (R3)

7.事業内容

目標達成に向けて、地域特性を踏まえた事業開貿計 (手法、対象看等)であることが分かるように記載してくださ

ください。個別事業は番号(丸教宇)を付けてください。また、個別事業の具

てくださしヽ )→要件④「政策連携」
記載してくださし、)

′くランス・
バランス及 ついて 市民を対象にしたセミナーの開催及びロールモデル情報提供のためのリーフレット

、ワークライフバランス及び女性活躍

Oワークライフパランス・
意欲はあるがこれまで体カ り組みとする。)

8.事業の実施により
期待される効果

ワークライフバランス及び女性活口について、市民。事業所双方の理解が深まり具体的な取り組みへの契機となる。

9.事業効果の検証及び
今後のを黒題の整理方法

参加者及び参加企業からのアンケート結果等により効果を検証する。また岩国市男女共同参画推進会議において、検証し次年度の内容
に反映させる。

10。 事業の実施体制
⇒要件③r官民連携・地域連
携J

連携体制の名称 岩国市男女共同参画推進会議

状 況

設置の布無 有
,没 露(公表)「手
朗 平成29年 耀絲10

構成団体

(※遅冴回杯を全て記頭してくたさい。,
岩国商工会議所・岩国工業クラブ・岩国公共職業安定所・山口県岩国健康福祉センター・岩国市民生委員児童委
員協議会・岩国地域農山P魚村男女共同参画推進協議会。岩国市男女共同参画団体連絡会・岩国人権擁護委員

各構成団体の主な連
携内容

(※各運場団体の主な参画内容を記職してください。)
事業計画及び実績報告を行い事業に対する意見助言を求める。情報提供及び情報共有を行う。セミナー等公募
時の周知について協力。

他の地方公共団体と
の連携

(※他の市町村や都道府県との運携について、連携団体及び具体的な連携方法を記載してください。連携が困難
な場合は、その理由を記戦してください。)
事業内容等の情報共有・セミナーヘの参加案内

il,女性活囲推進法に基づく
国の「女性活躍推進に向けた
公共調達及び補助金の活用
に関する取組指針Jに準じた
公共翻達における取組

① 実施済 ②令和 年 月から実施予定
くだ0、拌
討中 中※いずれかにマ′Ⅲ

①、②の場合、取組内容
(※国の取組指針に準じて、総合評価落札方式や企画競争方式による調達において、ワーク・ライフ・バランス等推進企業(えるばし認定
企業等)を加点H平価する取組等について記載してくださし、)

12担当者名及び連絡先 山口県岩国市総務部人権課男女共同参画室 藤村 電話:0827-29-5340e― mdlれsdgyO@Cit,.市 aku耐 .lg.,p

13.事業実施及び連携工程 様式2-2-11こ記載⇒要件④「政策連携」

14経費の内訳 様式2-2-21こ 記載

注)本様式はA4で3枚以内としてくださしヽ



実施時期来

号

事

番 個別事業名 実施内容
事業目標 (アウトプット
アウトカム) 4月 5月 6月 7月 8月 10月9月 11月 12月 二月 2月 3月

①
ワークライフバランス・女性活
躍推進事業

セミナーや講座の実
施、事業所へのアドパ
イザー派遣

ワークライフバランスに
取り組む市内事業所数
(アウトプット)

●ツーフ
レット制
作

0女性の
健康に関
する講座

の
進
性
促
男
事
座

●
家
講

0女性活
セ

醜ミナ．

0再就職
応援セミ
ナー

0アドバ
イザー派
遣

0アドバ
イザー派
遣

0アドバ
イザー派
遣

様式2-2-1
事業実施及び連携工程表

市町村名 :山 口県岩国市

2.連携工程表

※2・ 連携工程表には、交付金事業と連携する同一団体内で行われる事業・取組 (他の国の交付金等を利用する場合は明記)、 他の連携主体(協議会を構成する民間団体等)や他の地方公共団体の事業・取組を
記載してください。
※適宜、行を追加してください。

来

サ

事

器
事業・取組名
(実施主体)

事業・取組内容
交付金事業との連携内

容

交付金事業との連携

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 n月 12月 二月 2月 3月

①
テレワーカー人材育成事業
(岩国市商工振興課)

テレワークに関する人
材育成、就業支援

セミナーを共同開催する
0女性活
昭推進セ
ミナー



様式2-2-3

地域女性活躍推進交付金事業実施計画書 (市町村分)

注 1)「 3。 事業費」については、別途、 員数、日数等が分かる積 資料を添付してください。

市町村名 :山 口県岩国市

事業番号
去に当交付金を受けて行つた事業と同様の事業の場ヽ合は、

た年度をすべて記載してください。
(例 :R3、 R4など)

H31・ R2・ R3・

R4①

1.個別事業名 ワークライフバランス・女性活躍推進事業

2,実施期間 令和5年 5月 1日 ～ 令和6年 3月 31日

3.事業費 1,968,000円

目標・KPI 目標値 (時点) 現状値 (時点)

(1)事業目標 ワークライフバランスに取り
組む市内業者数 (アウトプッ
ト)

120 (R9) 96 (R3)

4.個別事業の事業目
標
(※客観的なデータ等
に基づき、事業目標・K
PIを設定してください。)
⇒要件②「見える化」
(※過去に関連する事
業を実施している場合
は、過去に設定した目
標・KPIを踏まえた日
標。KPIを設定してくだ
さい。)

(2)事業KPI

(

(※必要に応じて具体的な
KPIを記載してください。)
(※末尾にアウトカム又はア

ウトプットの別を()書きで
記載してください。)

O女性活躍推進セミナーの開催 (商工振興課のテレワーカー人材育成事業と連携 )
○再就職応援セミナーの開催(商工振興課の若者就職支援事業と連携 )
O女性活躍推進リーフレットの作成
○男性向け家事育児促進講座の開催
〇女性の健康に関する講座の開催
○ワークライフバランス・女性活躍推進アドバイザー派遣事業の実施

。経済団体、関
係団体など官
民連携の考え
方及び具体的
な連携主体・連
携方法⇒要件
③「官民連携」

(※各運携主体の具体的な参画を明確に記載してください。)
岩国市男女共同参画推進会議の構成員である岩国商工会議所、岩国工業クラブなど
の関係団体から、事業の方向性についての意見をいただくとともに、セミナー等への参
加について協力依頼を行う。
また、ワークライフバランス・女性活躍推進アドバイザー派遣事業については、「地域創
生に関する包橋連携協定」の一環として共同実施する。

・運携地方公共
団体及び具体
的な連携方法
⇒要件③「地域
連携」

(※各運携主体の具体的な参画を明確に記載してください。運携が困難な場合は、そ
の理由を記載してください。)
公共職業安定所や周辺市町と情報交換を行い、セミナーの後援依頼やセミナー参加
及び周知について協力依頼を行う。

5。 個別事業の事業内容

。交付金事業間
連携、他施策と
の連携⇒要件
④「政策連携」

(※各事業や他施策との具体的な運携内容を明確に記載してください。)
「岩国市まち。ひと。しごと創生総合戦略」における実施事業として、政策企画課と進捗
状況管理を行つている。また、商工振興課とは、「女性活躍推進セミナー」と「再就職応
援セミナー」を共同実施する。

注2)本様式はA4で2枚以内としてください。また、適宜参考となる資料を添付してください。


